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　　　　　　　　　　　　　　１）
　前稿（ｒ目本繊維産業と外国貿易」）において，１９６０年以降の日本繊維産業の概

況と，繊維貿易の動向を考察した。そこで明らかにしたことは，かつては目本

の産業において生産額，事業所数，雇用者数なとで主軸をなしていた繊維産業

が， 今日ではいずれも低下しているということ，また外国貿易においても戦前

は輸出の５０％近くを占めていたのが，今日では５％前後と激減していること ，

輸出の相対的減少に比して輸入においては，輸入総額に占める比率は小さくな

っているが，繊維製品を中心に輸入額の伸びは大きいこと，などであ った。そ

して今目における繊維産業の生産の停滞ないし低下は，１９７４－５年世界恐慌以

後の不況の長期化に主要因があるが，他方では，極東アジア，中国などの戦前

の繊維輸出の主要地域であった国からの繊維製品の輸入増大も大きな要因にな

っていることも明らかにした。それは極東アジア，中国などからの繊維製品輸

入増大は，とくに極東アジァ諸剛こあらわれているように日本の繊維資本の進

出・ 現地生産によって繊維産業が発展し国際競争力の強化から生じているとい

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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うことを・輸出単価・輸入単価の推移の側面からも考察した。その結論は日本

の繊維産業とりわけ天然繊維，織物，衣類などでの，国際競争力の絶対的不利

から生じている問題であるということであ った 。

　今日の日本の繊維産業の後退は，世界不況の長期化とあいまっ て， 国際的競

争力の柚対的低下にその原因を求めることが可能てあるし，また国際的分業関

係の再編・　　それは繊維資本の対外進出や，発展途上諸国による繊維産業の

発展なとであるが　　によってもたらされているともいえよう
。

　本稿では・日本の繊維産業の状況を個別部門（綿紡および化 ・合繊）個別資本

的視点から考察しようとするものであり ，とくに個別資本の対外関係を中心に

考察するもので，前稿の続きをなすものである
。

　　 １）本誌，第３１巻３号を参照されたい
。

２　綿紡における生産と対外関係

（１）綿紡８社の現況

　綿紡は第２次世界大戦前は日本の製造業の中で重要な部門であり基軸産業の

１つでもあ った・現在の綿紡は，企業数，工場数の減少とともに生産も減少し

ているが，生産減少の反面綿紡資本は巨大化する傾向にある。綿紡資本は，綿

紡を主軸とした生産を塊在も維持しているが，今や綿紡をはじめとして合繊 ，

さらにはアバレル部門までの繊維製品の一貫生産や，食料品，医薬品，化成品

の企産，エソジニアリングから不動産，ゴノレフ場経営までの多角化した資本と

して巨大化しているのである 。

　現在の綿紡資木は大手８杜（東洋紡，富士紡績，日東紡績，鐘紡，大和紡績，倉

敷紡績・日清紡績・敷島紡絞）とその他の紡績会杜（大手８杜に続く大資本と中小資

本とが存在する）がある・大手８杜のうちとくに鐘紡などが多角化経営の典型と

なっ ている資本である。綿紡績，綿織物，毛紡績なとの部門は，発展途上諸国

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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の追い上げによっ て， また合繊の発展によって，生産の縮小を余儀なくされて

きている。川上部門の生産の絶対的拡大の困難は，綿紡資本をして多角化経営

を志向させているということになろう 。

　綿紡資本は多角化経営 ・生産のみたらず，海外進出 ・海外生産にも活路を見

い出した。とくに１９６０年代後半から，７０年代中ごろまでの海外進出は
・目本の

他の産業資本と同様に１つの特徴を示した時期であっねしかし海外進出は ・

１９７０年代後半から顕著になった日本繊維資本の国際的競争力の低下を問接的に

招くことにな ったし，輸入増大を招く結果にもな った
・それは繊維生産の絶対

的拡大を困難にさせ，今目の停滞ないし低下の一因にもなったのである ・

　綿紡は，生産拡大の困難な状況から近年企業数が減少傾帥こある ・１９８２年末

には中規模企業が２杜倒産している。企業数の減少は　般的には生産の集中化

傾向をもたらすが，綿紡にかぎっては企業数の減少か，生産の集中化の顕著な

状況を示していない。企業数の滅少は大手８杜以外の綿紡生産にのみ特化して

いるような資本が倒産することによっ ており ，その結果は残った資本に生産が

集中化することにたるが，現実は大手資本を中心にした残存資本は・生産の拡

大にまでは至っていないということである
。また綿紡資本とりわげ大手８杜に

みられる売上高の増大は，イソフレー■ヨソによる製品価格の上昇と・多角化

経営による他部門の売り上げ増に依存しているのである 。

　第１表は，綿紡の企業数，工場数，精紡機数の推移をあらわしたものである ・

企業数は１９５８，５９年の１４５杜を最高として年々減少し
，８１年末には８１杜と４５％

の滅少とな っている
。とくに１９６０年代の後半からの企業数減は著しいが，これ

はいわゆる筒度成長期にあ って，競争が激化し，合併や吸収などの資本の集中

化が進行した時期であったからである
。また１９７０年代後半からの企業数減は ，

長期不況とあいまって，多角化生産
・経営をも行うことのできない中小資本が

整理されていった時期である
。１９８１年現在８１杜の綿紡資本が存在するとい って

も， 大は東洋紡の資本金３００億門売上高３，７００億円・精紡機８７万錘から・資本

金５００万円，精紡機４，０００錘ほどの小資本まで存在している。綿紡生産は
，綿

紡大手８杜と，ユニ チカ，都築紡績，オーミケソソ
・近藤紡績・豊田紡織・東

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）



　　　　 日本繊維資本と対外関係（１）（岩田）

第１表　綿紡企業数・工場数精紡機数推移　（単位）精紡機錘

１０！

　　　　　　斉＼企業数工場数１運転可能錘数１運転錘数

　　　　　　　
’９：１

１；ｌ　ｌｌ１ １１１１：ｌｌｌｌｌ　ｌ二；ｌｌ二：ｌ１

　　　　　　　　饒１鴛簑１１１１１１１１ｉｌ１二１１１二１１：

　　　　　　　　薫１１１１１１１１１１１１１１１１二１１１二簑；

　　　　　　　　ｌｌ　ｌｌ１簑１；１；１：１；ｌｌ　ｌ二１１１二１１１

　　　　　　　　１１黒１簑１１１１；ｌｌｌｌ；二；ｌ１二；ｌｌ

　　　　　　　　ｌｌ　ｌｌｌ　ｌｌｌ　ｌｌｌｌｌｌｌｌｌ　ｌｌｌｌ１二：鴛

　　　　　　　　算｝ｌｉｌ　ｌｌ；ｌｌｌ；ｌｌ　ｌ二１１１二１１１

　　　　　　　　鴛｝ｌｔｌ　ｌｌｌｌｌｌｌｌｌ；二１１１二１１１

　　　　　　　　１１ｔ：：ｌｌｌ：ｌｌｌ：１珊：二１：１二１貨

　　　　　　　　１１１１１１１１１１１１１１１１；二；ｌ１二１；；

　　　　　　　　；１鴛１１：ｌｌ；；ｌｌｌｌ；ｌｌｌｌ１二；ｌｌ

　　　　　　　；ｌ　ｌ：１箒１１１；ｌｌｌｌｌ　ｌ二１１１二淵

　　　　　　　；ｌ　ｌｌ１鴛１：ｌｌｌｌ１竈１：：ｌ１二舳

　　　　　　　１：ｌｆ鳩；１；；；ｌｌｌｌ；ｌｌｌ：二淵

　　　　　　（出所）『紡績事情参考書』（日本紡績協会）

邦レーヨソ，興和紡績の合わせて１６杜で，精紡機の８０％を所有しており ，その

他の６０数杜は残りの２０劣の精紡機を所有しているにすぎず，その限りでは綿紡

生産が大資本に集中化する傾剛こあるといえよう
。

　企業数の減少に比して工場数の減少率が小さいのは，企業数の減少は合併 ・

吸収なとによる場合が多く ，工場を廃棄ないし他生産に向けるということが行

われていないことを意味している。したがって工場数の減少は，１工場当りの

生産規模の拡大とな っているわげではなく ，むしろ１工場内部での技術革新
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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新鋭機械の導入たどによる，いわば生産性の向上によっ てカバーしているので

ある。大手８杜のうち最大規模の工場でも精紡機は１６万錘であり
・織機におい

ても。。。～。 ，。。。
幽度で他の装置産業や，鉄鋼，自動軟どの超大規模工場に

比すると，綿紡工場の規模は小さいのである 。

　精紡機数は，戦前の１９３６年は１，２００万錘装置されていたが・１９８１年末には

８６８万錘と約３０％減少している。これは綿糸生産の絶対的低下にも起因するが ・

精紡機の生産性の向上にもよっているのであ乱とくにチ ェコ ．ス回 ヴァ キァ

から技術導入した空気精紡機（Ｏｐｅｎ　Ｅｎｄ　Ｓｐｍｎ・ｎｇ－ＯＥ）は従来の精紡機に比し

て生産性が高く ，全精紡機の２０％を占めるようにもた っている・また精紡機の

生産性向上のために，自動化 ・連続化 ・コソピ ューター
制御たどが各工場で行

われており ，この面からの生産性の向上は大きい 。

　さらに綿紡生産の絶対的低下の続くなかで精紡機・織機の稼動率が高いのは ・

新鋭機械の稼動率が高いのと，旧式精紡機，織機の廃棄率が高いのが原因であ

る。 １９６０年代後半からの稼動率の上昇は，まさに新鋭機械の導入・技術革新の

進展の結果といえよう 。

　紡績における１企業当りの従業員をみると ，！・０００人以上の企業は１１杜であ

り， 残りの７０杜は１，０００人以下とた っており
，１００人以下の小規模企業も１７杜

存在している（第２表）。 この表は，紡績関連従業員数であり ・綿紡大手資本の

ように多角化経営が進展し，紡績の比重が減少しているが，その紡績以外の従

業員は含まれていない。紡績関連の従業員は
・１９５１年には１２万２・０００人であ っ

たが，１９８１年には４万７
，０００人と６０％以上の大巾減とな っている・そして従業

員を性別でみると
，男子従業員は１９５１年から８１年まで変動はあまりたいが，女

子従業員は１９５１年の１０万人から，８１年には３万２・Ｏ００人とはぼ７０％滅少してい

る。 紡績関連の従業員は女子労働者の減少によっていることになる・これは紡

　　　　　第２表　綿紡績関連従業員規模別企業数推移（１９８１年１２月現在）

従業員数一・・（人）・・一・・…一・・・…一・・・…一…１｛ｌｌ…１・…一１合計

企業数２。。
　・・ 　・… 　　　１・１・・

　（出所）ｒ紡績事情参考書』

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２６）



　目本繊維資本と対外関係（１）（粁冊）

第３表綿紡績関連従業員数推移

余＼１全従業員
１９５１

　５５

　６０

６５

７０

　７！

７２

７３

　７４

　７５

７６

７７

７８

７９

８０

８１

１２２．０９４

９０．８４０

９／ ，９７６

１０７．７２７

９６ ．０２９

９５ ．９６２

９２．２９３

８８．９８２

８５．５２５

７０．９７５

６８．５２！

６０．８８９

５３ ．６６８

５２，Ｏ０６

５０．２５４

４７，２７２

（男）

１５ ．９３６

！４ ．１８６

１２．１２０

１９ ．０８９

２０．９１６

２２．９９０

２２．９７２

２３ ．８４９

２４．３７６

２０．１９３

２０．２８２

１８．０１９

１５ ．５９７

１５ ．８００

！５ ．７４５

１５ ，２３４

（女）

１００．４２６

７０．６６４

７４．２６５

８８．６３８

７５ ．１１３

７２．９７２

６９ ．３２１

６５ ．１３３

６１ ．１４９

５０．７８２

４８．２３９

４２．８７０

３８．０７１

３６ ．２０６

３４．５０９

３２，０３８

（単位 ：人）

１万錘当り人員

２１２ ．０

１１３ ．５

１／８ ．６

１１４ ．０

１０３ ，５

９９ ，９

９３ ，７

９１ ，１

８７，３

７３ ，１

７２，０

６５ ，７

５９ ，６

６０，０

５７ ，９

５４ ．７

ユ０３

（注）１９６５年以前は男女数は工員のみ 。

（出所）　ｒ紡績窮情参考書」

績工程そのものがより機械化，白動化され，直接的生産過程にたずさわる労働

者を絶対的に縮小することが可能であ ったことと，労働そのものがより高度な

技術を要することにな ったこと ，そして２４時問操業は，労働基準法の確立によ

って女子労働者の深夜労働が制限され，男子労働者に依存せねぼならなくた っ

たこと，などによっ ている。このことは，かつての低賃銀の女子労働老を利用

した労働集約的産業から，装置産業化へ移行しつつあることを示し，男子労働

者への依存を余儀たくさせたものであるといえよう（第３表）。

　綿紡においては，新鋭機械の導入，技術革新が著しく進行しているのである

が， それを労働生産性の指数からみれぼ，１９７５年を１００として全産業では８０年

に７３．１の上昇であるが綿紡では６４．Ｏ，織物では６８．３と，全産業平均を上回る生

産性の向上がある。この生産性の向上は，前述のように新鋭機械の導入，例え

ぼ空気精紡機であるとか，連続化 ・白動化生産の定着化とか，織機におげるウ

ォーター・ ジェット ・ノレームの採用などによっ ているのである。困みに綿紡生

産は１９８０年５０万トソで，１９６０年の５６万トンに比して約１０％の減少とな っている

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２７）
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　　第４表繊維関連産業労働生産性指数推移（単位当労働時問数） １９７５年 ＝１００

×・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
産業総合　１２０．３　１１０，０　９６．６　１０１．５　１００，０　８７，６　８７，４　８０，０　７３・３　７３

・１

綿　紡１１２．７１０２，０９６，６９８．５１００，０８５，７８６，０７７・１６２・１６４
・０

毛　紡１２７．７１１２．１１０４．３１１５．８１００，０８７，９８３，１８０・６７５・４７３
・６

綿スフ織物　１１８．４　１１３．１　１０２．６　１０７．４　１００，０　８９，５　９０，５　７５，１　７２，９　６８
．３

（資料）『労働生産性統計調査報告」

（出所）［紡績事情参考書」

が， 同じ期問従業員数は１９６０年の９万２，ＯＯＯ人から８０年には５万人と約４０％の

滅少で，合理化の大きかったことを示しているが，同時にこの合理化は労働生

産性の上昇が大きかったことも意味している。綿紡生産におげる１万錘当りの

人員をみると ，１９５１年には２１２人であ ったのが，７０年には１０３．５人に，８１年に

は５４．７人と３０年間で約４分の１の人員で生産することが可能にな っている。事

実， 日本紡績協会会長は，「量産品に抽ける（２０番手）１梱の生産は，２人が１

日働げは生産可能であるし，生産性の高い工場では０８人で生産可能である 。

　　　　　　　　　　　　　　　２）
２０年前は２０人の労働が必要であった」と発言し，労働生産性の上昇が著しいこ

とを明らかにしている。そして綿紡は，従来の労働集約型産業から資本集約型

あるいは装置産業化しつつあることをも認めているのである。この綿紡におげ

る労働生産性の上昇が，原綿価格の上昇にもかかわらず，国内綿糸価格の大巾

な上昇を阻止したということになろう 。したがって労働生産性の大巾な上昇は ，

国際競争力を強化させるが，しかし現実は，輸入増加を招いている。綿糸は ，

パキスタソ，韓国などの輸出攻勢によっ て， 繊維不況とあいまって綿紡産業は

危機にある。パキスタソ，韓国綿糸は，最近，目本紡績協会がタソピソク提訴

をしたように絶対的な低価格を武器としている。　般に発展途上諸国では目本

に比して労働生産性は低いと考えられてきた。事実，韓国を除いた東南アソア

諾国，中国などの紡績機械は，目本の新鋭機に比して１０年は遅れているといわ

れている。それは，日本の旧型機械や，中古機械がこれらの地域に輸出されて

いたことにもよっ ている。にもかかわらず目本の国際競争力の低下すなわち国

際価格上の不利は，極東アシア諸国や東南アシア諾剛こおいて，絶対的た低賃

銀労働による生産が，労働生産性の不利をも補なえる構造にあるからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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したがって日本の紡績資本としては，さらに生産性の高い新鋭機械を導入し ，

合理化を推進していく以外には国際競争上の不利を克服できないことになる 。

しかし現在の世界不況の長期化，需要の低迷は，繊維生産の絶対的拡大を困難

にさせているし，技術革新の進展をも困難にさせている。むしろ綿紡資本の中

には，紡績部門の事実上の切り捨てをおこなおうとする資本も存在するように ，

技術革新よりも，合理化＝労働者の削減によって班状を切り抜けようとしてい

るし，またダソピソグ提訴に現われているように，輸入制限を行うことによっ

て， 締紡生産の確保をおこなおうとしているのである。現在の状況はいわば ，

好転よりも悪化させないということであ って，将来的には，綿紡生産それ自体

の絶対的拡大はありえないことをも示しているように思われる 。

　精紡機，織機の個別資本別所有状況を示したのが第５表である。この表では

ユニチカを含めて９杜にた っているが，ユニ チカは１９６８年大日本紡績と日本 レ

ーヨソの合併によっ て設立された企業で，一般には合繊資本として分類されて

いる。しかし大日本紡績は綿紡資本であり ，今日のユニチカにおいても綿紡は

一定の生産比率を占めていることから，所有状況を示したのである 。

　精紡機および織機は，１９６０年代の中ぼをピークにして，それ以降は減少を続

けている。１９６５年には大手１０杜で精紡機は５１７万錘，織機は４万１，０００台と ，

全綿紡資本に占める構成比はそれぞれ４８劣，６５劣であ った。１９６５年は企業数は

１２５杜であ ったから，大手１０杜で精紡機，織機とも約半数を所有していたこと

になる。ところが１９８１年には精紡機は４２０万錘，織機は２万４，０００台と，それ

ぞれ２０％，４０％の減少にた っている。そして９杜（呉羽紡績は１９６５年東洋紡に吸

収合併）の全綿紡資本に占める構成比は，精紡機４８％，織機６４％と１９６５年の構

成比とほとんど変わりがたいのである。第１表で示したように，企業数の減少

は　般に生産の集中化をもたらすことになるが，綿紡においては大手資本の合

併たどかあったにもかかわらず，大手資本の機械設備の所有状況 ・構成比はあ

まり変化がないということになる。これは９杜以外の綿紡資本が（一部の合繊

資本を除いて）綿紡に生産を特化しているからで，機械設備の減少は，大手資

本と一方における中小資本　　倒産や吸収合併　　に最も典型的に表われてい

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２９）
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るからである。そして綿紡に生産を特化している資本は，大手９杜と機械設備 ，

生産量においてそれほと大きた格差がないということになる。綿紡は１９７０年以

降生産の縮小を余儀なくされる事態になっているが，生産縮小に際して大手資

本を中心に不況カノレテ ノレを結成し，設備廃棄およぴ生産数量の制限を行ってい

ることにも原因があるであろう 。

　大手９杜の中で精紡機および織機とも減少率の大きい資本は，ユニチカおよ

び鐘紡である。ユニ チカは１９６７年に精紡機６７万錘，織機６，２００台を所有してい

たのが，８１年にはそれぞれ４０万錘，２，８００台と精紡機では４０劣，織機では５５％

の大巾減とな っている。また鐘紡では，１９６５年精紡機は５７万錘，織機は４，２００

台を所有していたが，１９８１年にはそれぞれ３８万錘，１，８００台と，精紡機では３３

％， 織機では５０％以上の減少とな っている。ユニチカは合繊部門の相対的拡大 ，

川中，川下部門への進出たどによっ て， 綿紡，綿織物の比重を低下させたので

あり ，鐘紡は，化粧品，薬品，食料品，化成品など繊維以外の部門への進出に

より ，綿紡などの繊維部門の比率を低下させているからである 。

　ユニ チカ，鐘紡なととは逆に，大手９杜の中で精紡機，織機数とも増加した

のは日清紡である。１９６５年精紡機は５８万錘，織機は６，Ｏ００台であ ったのが ，

１９８１年にはそれぞれ６８万錘，６，３００台と設備増加とな っている。日清紡におい

ても他の大手資本と同様に，繊維部門以外への進出，多角化を進展させている 。

例えは自動車用 フレーキ，工作機械，ウレタソフォーム，合成樹脂，製紙，ハ

ム式印刷の６部門での生産である。さらに最近では，アメリカＩ　ＴＴ杜傘下の

西独自動車 メーカー アルフレッド ・テーベス杜と提携して乗用車のデ ィスク

ブレーキの分野にも進出しようとしており ，非繊維部門の売上げ比率も２５％と

なっており年々拡大傾向にある。それにもかかわらず日清紡における繊維設備

の拡大は，他杜に比してより技術革新が進展し，新鋭機械の導入によっ て自動

化・ 省力化が進行し，紡 ・織一貫体制が確立されたことにより大巾た コスト低

下がはかられているということである。すなわち技術革新や，省力化たどによ

って生産性を向上させれは，競争力を強め，綿紡といえとも生産を拡大できる

ことを示している。事実各大手資本が工場の縮小や，生産設備を廃棄するなか

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３２）
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で， 日清紡のみは，１９８２年に宙山に新鋭工場を建設している状況からも則らか

であろう 。

　ユニ チカ，鐘紡そして設備の増設をはかった日渚紡を除いた大手資木は，す

べて精紡機，および織機の設備縮小がなされている。精紡機では２０％ほどの減

少であり ，織機においては各資本により相異があるが５０％以上の縮小（東洋紡 ，

富士紡，目東紡）もあれぼ，３０％の設備縮小資本もある。精紡機，織機の縮小は ，

前述のように繊維不況の長期化の反映でもあるが，一方における新鋭機械の導

入による生産性の向上も大きな原因とな っている 。

　次にユニチカを除いた綿紡大手８杜の売上高および従業員数の推移をみると ，

売上高は１９６６年の４，９４８億円から１９８０年には１兆３，０６０億円と２．６倍増加して

いる。逆に従業員数は，１９６６年の１０万４，Ｏ００人から８０年には４万９，０００人と約

２分の１に激減しているのである（鐘紡においては，１９７７年以降売上高および従業

員数とも大幅な減少がみられるが，これは合繊部門，織物部門などを，ヵネボウ合繊テ

キスタィ ノレ，ヵネポゥ合繊たどの子会杜に分離したためである）。 だが売上高だけを

みると１９７０年に入ってからの上昇巾は小さくな っている。鐘紡を除いた７杜合

計でみれぼ最近１０年問では９０％程度の伸び率である。最も売上高が伸びたのは ，

日東紡，日清紡で２．３倍ほどである。売上高は生産の停滞ないし低下にもかか

わらず増加しているが，従業員数はこの１０年問では大巾た減少とな っている 。

７０年代に入 ってから，１９７１年の ニクソソ新経済政策に続く円切り上げ
，１９７３年

の石油価格上昇，そして１９７４－５年世界恐慌などを契機として，資本は技術革

新， 合理化なとによって競争力の強化を推進しなけれはならなくな ったかため

の一手段として，大巾な労働者削減をはかったのである。労働者の削減のテソ

ポは１９７５年以降速度を増しており ，１９８０年代に入ってからも労働者の削減傾向

に変化はない。この労働者の削減は，直接的生産過程に従班している老が大半

であり ，いわゆる事務労働者の削減は直接的生産過程の労働老削減に比して大

きくはたい。売上高が増加し，従業員数減があれぼ，当然のことながら従業貝

１人当りの売上高は増加する。１９６５年には平均で４１０万円であ ったのが，７１年

には６５年の２倍となり ，７７年には７１年の２倍で，８０年は２，６７３万円と ，１５年問

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３３）
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第６表綿紡織８杜の売上高

　　　　　　　東洋紡當士紡日東紡鐘　紡大和
　　　　　　売上高従業員数売上高従業員数売上高従業員数売上高１従業員数売上高

１９６５　　　　　　８４．９００　　２２．６７９　　３３ ．４９４　　１０．１８３　　３３．１４４　　　６．７２０　１３３．７２８　　２８．０７９　　３１ ．８７６

　６６　　　　　１４２．７００　　２８．６６９　　３７．８８４　　　９．６９４　　３３．６９１　　　６．５５６　１３３ ．５７０　　２６．７０７　　３３．３３１

　６７　　　　　１５５．９００　　２８．４０１　　４４．２５７　　１０．０２２　　４０．４４１　　　７．１９４　１５２．４７１　　２５．８２２　　３８．３１０

　６８　　　　　１７１ ．５００　　２８．４４６　　４７．０５０　　　９ ．６０１　　４３．１８９　　　７．５０９　１６４．１８２　　２４．０２７　　４１ ．９０１

　６９　　　　　１９２．７００　　２７．７６７　　５１ ．７３４　　　８．９３９　　４６．６４６　　　７．４４７　１８８．５９７　　２２．４９７　　４５ ．５１８

　７０　　　　　２０２．８００　　２６．９９４　　５７．２８１　　　８．６２９　　４９ ．２８１　　　８．１５２　２２４．２０２　　２２．６１８　　５３ ．７１６

７１　　　　　２０５．７００　　２５．７４８　　６２．３０９　　　８．１２０　　５１ ．５３４　　　７．８６７　２４８．３２３　　２１ ．６１６　　５８．３２０

７２　　　　　２２７．２０２　　２４．６１２　　６８．７１９　　　７．７１７　　５７．２２３　　　７．６５５　２９５．９８４　　２０．８１９　　６４．９９０

７３　　　　　３１１ ．６４８　　２４．０１２　　９３．７７４　　　７．９５７　　８６．８３２　　　７．９４９　３９２．９１５　　２１ ．２１６　　８０．８６４

７４　　２５３．４９９２０．９９４８３．８０３　７．１９１６６．０３６　７．４１７４０１．８３０１８．３５０６９ ．１３１

７５　　　　　２８４．３００　　１９．０７５　　７３．５９２　　　５．８１３　　７９．６７４　　　７．４７１　４１５．９７７　　１５．２１８　　７５．２１９

７６　　３０２．６００１７．３３７７７．４０８　５．３３０９１．５８７　７．０７４４３１．９７２１３．８８１９０．３９２

７７　　　　　２９５．０００　　１５．３７６　　７１．０９６　　　４．６６７　　９１ ．７０９　　　６．２２２　３６０．１９９　　　６．８４１　　９２．４６６

７８　　３０４．３００１４．３９９７２．４１０　４．５１５１００．５５７　５．９４９２６４．７３４　５．５２２９１ ．１７３

７９　　３３９，ＯＯ０１４．８９２７９．８４９　４．３００１１５．９６０　５．７７７２４８．７５４　５．８９５９８．９９３

８０　　３６４．１００１３．２３６８５．０９７　４．０８１１１９．７２５　５．５６０２５５．９７３　５．３６４９６，８７３

（注）東洋紡は１９７５～１９８１年まで東洋紡テキスタイルを含む。鐘紡は１９７７年以降合繊部門をカネボウ合繊などに分

（出所）各社ｒ有価証券報告書』より作成 。

で６．５倍もの大巾な増加にな っている。イソフレーショソ率を考慮しても，こ

の問の労働者削減＝合理化と，労働生産性の伸びが著しかったことを示してい

るといえよう 。また労働生産性の上昇とともに繊維製品そのものが，大衆品，

　般品よりもいわゆる高付加価値な高級品の生産に移行していることにもよっ

ている（大衆品，一般品は，発展途上国との競争関係において不利にな っている）。 そ

して綿紡資本による多角化経営が，非繊維部門の売上を増加させていることに

もよつ ている 。

　各個別資本の状況をみると，第１表のように綿紡資本（毛紡績，製糸を含む）

は， 減少の傾向にある。資本の集中化をも含んだ減少傾向である。例えば１９６５

年の東洋紡と呉羽紡の合併，１９６８年の大日本紡績と合繊資本である日本 レーヨ

ソとの合併によるユニチカの誕生などであり ，また中小資本問の吸収，合併や ，

あるいは倒産などによっている。綿紡資本はこのように企業数は減少傾向にあ

るが，一方で巨大化しつつある資本も存在する。繊維不況，生産の縮小が余儀

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３４）



および従業員数推移

一本繊維資本と対外関係（１）（宕山）　　　　　　　　　　　１！！

　　（単位 ：売上高１００万円 ・１人当り売上高１万円 ・従業貝人）

　紡　日　紡倉敷紡敷島紡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛杜売上　 ８杜従業　 １人当り１従業員数売上高１従業員数祉高１従業員数売上高従業員数

　　　 売上高

８・
２４６３６・０３０１０，１５８ 　一　　一　　一　　一　 ３５３ ．１７２ 　８６ ．０６５ 　　 ４１０

７・

８０４４０．３５２１０．１６９４４．８５４１０．２７４２８．４０７ 　４ ．２４６ 　４９４．７８９ 　１０４．１１９ 　　 ４７５
８・
２４７４６．３４６１０．７４６５０．８５８９．０９３３１．１４１４ ．６７１ 　５５９．７２４１０４．１９６　　 ５３７

８・
２７３５２・１９８１１．２１２５６ ．９５８ 　９．６７６３３ ．５８１ 　５ ．３６４ 　６１０．５５９ 　１０４ ．１０８ 　　 ５８６

８・
３９５５７．７９２１１．２４３６２．５４３ 　９．９８７３６ ．５３６ 　５ ．５７４ 　６８２．０６６ 　１０１ ．８４９ 　　 ６７０

８・ ２９３６４・９７１１１．１４８６８．１４９１０．０９２３７．５１４ 　５ ．４８７ 　７５７．９１４ 　１０１ ．４１３ 　　 ７４７

８・
６３３７０．５９６１０．１９４６７．３８１９．７０９３９ ．９２８ 　５ ．６６５ 　８０４ ．０９１ 　９７．６０２ 　　 ８２４

８・
２３７７９ ・５９２ 　９．７５７８８．０６４ 　８．８５９４５．９５０ 　５．８１０ 　９７７．４２４ 　９３ ．４６６ 　１ ．０４６

８・ ３１８１１２・９７６９．４４２１１６．６９５８．４３６６１．５７３５．８０４１ ，２５７．２７７ 　９３ ．１３４ 　１ ．３５０
７・
２３９９７・５７７ 　７．９！８９７．８１２ 　８．２５５４７．９４４ 　４．９７３１ ，１１７．６３２ 　８２．３３７ 　１ ．３５７

７・ ２９８９５．２０６　 ７． ２２１１２０．１６９ 　７．１１１５４．６４３　 ４． ６３０１ ，１９８．７８０ 　７３ ．８３７ 　１ ．６２４
６・ ８４０１１１・３１７６．５４８１３４．３６５６．９４６５９．７５３４．４２４１ ，２９９ ．３９４ 　６８．３８０ 　１ ．９００
５・ ４９９１１５ ・５６５ 　６．！７６１２２．７９４ 　６．９６８５９ ．８３８ 　３．８４６１ ，２０８．６６７ 　５５．５９５ 　２．１７４
５・ ３１９１２６ ・９２５ 　６．１３７１２８．１０３ 　６．５２３６１ ．２３９ 　３．９０５１ ，１４９ ．４４１ 　５２．２６９ 　２．１９９
５・ ２１８１４９ ・４９０ 　６．１３４１４３．０４２ 　６．１４９６６．８５２ 　３．８２７１ ，２４１ ．９４０ 　５１ ．６９２ 　２．４０３
４・ ９８１１６２．９７２ 　６．２１０１５２．８３０ 　５．７３７６８．９０８ 　３．７０４１ ，３０６ ．２９８ 　４８．８７３ 　２．６７３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １　　　　　　　　　　　ｊ

離。

なくされている今日の状況の中でである。そこで次に各個別資本をして，どの

ような状況にあるのか，とくに世界経済との関連の中でどのような状況にある

のかを考察していく 。

（２）東洋紡における状況

　東洋紡は周知のように，締紡部門においては最大の売上高，最大の生産設備 ，

最大の従茱員を擁する企茉である 。１９８１年売上高は３，７２３億円，綿紡下位の敷

島紡綾の売上高の５倍であり ，８祉全体の売上高の約３０劣を占めている。従業

員数も１万３，２００人と８杜全体の３０％を占めており ，機械設備においても精紡

機８０万錘，織機４，６８０台を所有し，それぞれ２０％の占有率にもな っている。束

洋紡は第２次世界大戦前より日本綿紡産業をリードしてきたが，１９６５年の呉羽

紡との合併は，より東洋紡の優位性を確保し，今目においてもその地位を維持

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３５）
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し続けているのである。しかし繊維産業不況はこの東洋紡をも例外なく巻き込

んでおり ，とりわけ天然繊維部門においては年女後退し，さらに東洋紡内部で

の比重も低下しつつあるのである 。

　東洋紡は戦前の１９３０年代には精紡機１２４万錘，織機１６・０００台をも有していた ・

その最盛期に比すれば，精紡機，織機とも数量的には著しい低下にな っている 。

まして呉羽紡績との合併があったにもかかわらずである・それは戦前繊維が主

要輸出産業であったということにもよるが，最新の精紡機，織機は，労働生産

性が高いということであり ，また合繊の進出や７０年代以降の繊維不況・国際競

争力の低下たどによっ て綿紡生産が停滞していることにもよっている。そして

東洋紡の生産体系が，天然繊維から合繊あるいは非繊維部門への移行にあり ，

それが大きな原因と７なっ ている 。

　東洋紡の売上高構成をみると，１９６５年では天然繊維が５０％を越えていたが
，８１

年には２３％，売上高の４分の１以下にまで低下してきている。天然繊維に代わ

って売上高を増加させてきているのは合繊で，１９６５年の２５％から８１年には５３％

と， 天然繊維と合繊の売上高構成比は１５年問で逆にな ったのである ・またプラス

チック部門への進出も大きく ，１９８１年には売上高の１１％を占めている（第７表）・

　東洋紡は綿紡資本として分類されているが売上高構成からみれは，実質的に

は合繊資本ということができよう 。さらにプラスチ ックやその他の化成品まで

第７表東洋紡売上高構成比 （単位 ：売上高１０億円 ・構成比％）

合　　計 綿　（％） 羊毛（％） イヒ繊（％） 合繊（％） 繊維＿次 ロロ他 フフスチ
ヅク

（構成比％）
（％） （％）

１９６５ ８４．９（１００） ２５ ．７（３０．３） １８．３（２１
．６） １１ ．０（１３ ．Ｏ） ２２．１（２６．Ｏ） ７． ９（９ ．３）

一
１９７０ ２０２．８（１００） ４３．７（２１ ．５） ２４．１（１１

．９） １２．６（６．２） ８７．０（４２．８） ３５．６（１７．６）

一
１９７５ ２７０．０（１００） ７１ ．Ｏ（２６ ．３） ２５．１（９ ．３） １１．９（４ ．４） １５４．８（５７ ．３）

一
７． ２（２．７）

１９７６ ２３８．０（１００） ４９．１（２０．６） ３２．８（１３
．８） １０．９（４．６） １３４．４（５６ ．６）

・
１０．５（４ ．４）

１９７７ ２１１．８（１００） ４４．４（２１ ．０） ２２．０（１０．４） １１．７（５ ．５） １２２．４（５７．９）

一
１１．４（５ ．４）

１９７８ ２１４．９（１００） ４７．２（２２．０） １８．３（８．５） １１ ．６（５ ．４） １２４．５（５７ ．９）

一
１３．３（６ ．２）

１９７９ ２４７．６（１００） ５１ ．３（２０．７） １８．５（７．５） １２．１（４．９） １４３．５（５８．０）

’
２２．２（９ ．Ｏ）

１９８０ ２６３．９（１００） ５１ ．０（１９ ．３） １６．９（６ ．４） １２．３（４．７） １５５．０（５８．８）

■
２８．６（１０．８）

ユ９８１ ３１６．８（１００） ５６ ．６（１７．９） １７．３（５
．５） １２．１（３ ．８） １６３．８（５３ ．１） ２７．６（８．７） ３５．１（１１ ．１）

（注）１９７６年～１９８０年までは東洋紡テキスタイルを分離 。

（出所）東洋紡資料 。
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の製造を行う ，化学を中心とした複合企業的性格をもっ ているのである。事実

子会杜，関連会杜には，繊維原料の生産をおこなう水島ア ロムをはじめ，フィ

ルム製造会杜，ゴムなどの化学製品関連会杜から，繊維関連会杜，不動産 ・サ

ービス関係，そして自動車のボデ ィ， トレーラーをも製造する東洋工機などが

あり ，東洋紡グノレープを形成している 。

　このように種々な産業部門を擁しているが，東洋紡の主軸とな った合繊部門

は， 天然繊維の生産とは全く異たる技術系統に属するものである。織布や二次

製品の生産においては天然繊維とそれほど大きな変化はないが，原料の相違が

技術系統を異にしているのである。この合繊部門に，東洋紡は１９５７年新規参入

している。綿紡資本が合繊に参入可能であ ったのは，大手綿紡資本は第２次大

戦前より化学繊維の生産を行っていたからである。バノレプなどを原料とする化

学繊維の生産は，原料の種類こそ異なるが，合繊生産を行うへき技術的基礎が

あっ たということである。東洋紡においては３大合繊であるアクリルは１９５７年

に， ポリェステルは１９６２年に，そしてナイロソは呉羽紡との合併によっ て生産

を引き継いだのであ った。この合繊生産の拡大は，レーヨソ，スフなどの化学

繊維部門を縮小していく結果となってい った。こうして天然繊維から合繊に比

重が移り ，ユ９７０年代には合繊資本的性格を強くしてい った。このことが綿紡機

械設備の縮小に導いていったのである。大手綿紡資本の精紡機 ・織機の設備数

減は，多角化生産経営であり ，とりわげ東洋紡や鐘紡などにあらわれているよ

うな合繊への進出によっ ている。したがって大手綿紡資本の合繊への進出は ，

それだけ中小綿紡資本が存続できる客観的状況を生み出していることになる
。

　東洋紡は多角化生産，多角化経営の進行の中で，他方では海外進出も行って

きた。ユ９５５年のブラジノレでの１００％子会杜の設立を始めとしてニルサノレバドル
，

コスタリカ ，タイ，マレーシア，イソドネシア，アメリカ，オーストラリアに

おいて海外生産を行っている。とくにユ９７０年代の初めに海外進出が増大したの

であ った。この７０年代は，国内での繊維生産の絶対的拡大が困難にな った時期

であり ，過剰資本，過剰設備，過剰労働者の存在を海外進出によっ て処理しよ

うとしたのであ った。しかし１９７４－５年恐艦以降の世界不況の長期化は，海外

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３７）
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進出をも困難にさせた。東洋紡の海外進出は１９８１年のアメリカを除げば，すべ

て１９７４年以前とた っている（第８表）。

　　　　　　　　　　　第８表東洋紡におげる海外進出状況

進出国名１蔭縞
イソドネシア

イソドネシア

マ　レー　シア

マ　レー　シア

タ　　　　　　イ

タ　　　　　イ

オーストラリア

ア　メ　リ　カ

ア　メ　　リ　カ

カ　　ナ　　ダ

ェルサルバドル

コ　スタ　リ　カ

コ　ス　タ　リ　カ

コスタ　リ　カ

コスタ　リ　カ

フ　　フ　　シ　　ル

フ　　フ　　シ　　ル

ブ　ラ　ジ　ル

フ　　フ　　シ　　ル

フ　　フ　　シ　　ル

ポルトガル

ナイジ ヱリア

１９７０年１月

１９７４年４月

１９７４年２月

１９７４年４月

１９６３年９月

１９７４年２月

１９７２年１１月

１９８１年１２月

１９７４年３月

１９７９年２月

１９５５年９月

１９６５年１０月

１９７２年４月

１９７３年８月

１９６７年１月

１９５５年４月

１９７３年５月

１９７４年４月

１９７４年５月

１９５６年７月

１９６８年１２月

１９６３年３月

　資本金
１， ０５０万ドル

　５００万ドル

　１６，８３９千

　　Ｍド ノレ

　８，７００千

　　Ｍドル
４８，４００バーツ

　１２，０００万

　　パーツ
１００万Ａドル

　２００万ドル
１， １１０万ドル

　１６，４４８，９

　　　Ｃドル

　２，８００万

　　　コロソ

　３，８１２万

　　　コロソ

　１，７００万

　　　コロソ
　２５０．５万

　　　コ１コ ソ

　３０万 コ１コ ソ

１６億８，６３０万

　　ＣＲドル
２億１，８６２万

　　ＣＲド ノレ

５億２，１１９万

　　ＣＲドル

　２，４００万

　　ＣＲドル
７億９，９４５万

　　ＣＲド ノレ

　４０万コソト

２億７千万円

内　　　　容

紡績，織布，染色
加エ

アクリ ノレ繊維紡績

綿紡織

アクリル紡績

紡績，織布

紡績，織布

羊毛トッ プ製造

合繊編織物の捺染加
工

織布ニット ，染色加
工

綿合繊紡績，織布

織布，加工，紡績

持株会杜（縫製）

縫　製

糸， 織物の販売

綿， 合繊の紡績，織
布， 縫製

紡績，仮燃ニット

合成皮革の製造販売

プラスチ ック ・フィ
ルムの製造販売

紡織機械の製造販売

アクリル紡績，染色
加工

海外紡績投資，紡績 ，
織布，加工

　　　出　資比　率

東洋紡４１．４％，伊藤忠４１．４％
，

現地１７．２％

東洋紡１２．５％，三菱 レーヨソ
４０％，三菱商事１０％，他

東洋紡６０％，兼松江商４０％

東洋紡１５％，日本エクスラソ
５５％，伊藤萬３０％

東洋紡２０劣，丸紅２８．３６％，
現地５１．６４％

東洋紡２０％，丸紅２５％，レナ
ウソ２６％，他

東洋紡８０％，丸紅１０％，豪丸
紅１０％

東洋紡８０％，現地２０％

東洋紡５４．９６％，西田通商
５． ７９劣他

東洋紡２３．４８％，他

東洋紡６９％，伊藤忠２０％，現
地１１％

東洋紡４４％，丸紅２９劣，現地
２７％

東洋紡２０劣，現地８０％

東洋紡１５劣，他

東洋紡３０劣，丸紅３０％，現地
４０％

東洋紡１００％

東洋紡６０％，三菱 レーヨソ４０
％

東洋紡５０％，三菱商事４０％
，

他

東洋紡９０％，住商１０劣

東洋紡１．４劣，豊和工業８４．２
％， 他

東洋紡２劣，エクスラソ２％ ，
三井物産４％，他

東洋紡２０％，８大紡８０劣

（出所）東洋紡資料，「海外進出企業総覧』（『週刊東洋経済』１９８２年）より作成 。
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　繊維資本の海外進出は，一般的に先進資本主義国よりも発展途上剛こ集中す

る傾向にある。その要因は，発展途上国におげる低賃銀利用にあるが，さらに

被進出国での市場拡大，被進出国を通じての先進国市場への輸出促進などであ

り・ 例外的には発展途上国の要請による合弁資本形態の場合もある。しかし ，

今日の長期不況は繊維生産それ自体の絶対的拡大を困難にさせているし，また

発展途上国におげるＮＩＥＯ運動なとの影響によっ て， 先進国資本への規制が

進出を困難にもさせている。さらにいわゆるカソトリー・ リスクの存在も，海

外進出を困難にさせているのであり ，事実繊維資本の発展途上国からの撤退と

いう現象も生じている 。

　東洋紡におげる海外進出は，東洋紡独自で行っている場合よりも，他の繊維

資本，総合商杜との合弁の場合が多い。これは東洋紡にかぎらず繊維資本の海

外進出の場合の特徴でもある。総合商杜との合弁形態が多いのは，総合商杜の

市場開拓に期待することが多いのと，危険負担を軽減するためでもあるが，主

要な要因は，総合商杜の資本カに依存しなげれは，繊維資本独自での資本規模

では進出できないということであろう 。また繊維は，戦前から専門商杜が存在

していたように，現在でも総合商杜によっ て市場を支配されている。それは販

売のみならず，原料の綿花，合繊，紡績生産から織布，染色加工，アバレル部

門にまで及んでおり ，したがって繊維資本の市場拡大は，総合商杜に依存せざ

るをえない状況にある。それが海外進出においても特殊な状況を生み出す原因

ともな っている 。

　東洋紡におげる売上高の構成および海外進出状況をみてきたが，第６表から

も明らかなように，東洋紡の従業員数は１９７４年以降急速に減少している 。１９８１

年には７０年代初めと比較すれば約半減している。不況の長期化が合理化＝労働

者の削減を行わしめたのであるが，これほど急激な減少を可能にさせたのは ，

技術革新，労働生産性の上昇によっ ていることと，新観事業の開拓あるいは子

会杜，関連会杜への出向によっ て処理できる状況にあったからである。さらに

海外進出なども一定の効果があ った。しかし今目の状況は，発展途上国の追い

上げが急なたかで，繊維部門の拡大は困難にな っている。そして新規事業の開

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３９）
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拓さえも困難にな っている。このようた状況下で繊維資本が利潤を増大させる

ためには，技術革新を一層推進し，合理化を推進することによって国際的競争

力を高めていくということになろう 。そうなれば労働者の削減は今後とも続い

ていくことにたろう 。このことは東洋紡にかぎらず繊維資本全体の動向とた っ

ているのである 。

（３）鐘　　　　　紡

　綿紡資本の中で最も多角化生産 ・経営が進行しているのは鐘紡である。鐘紡

は１８８６年に，綿紡績企業として設立され，１９００年代に入って織布，製糸に進出

し， さらに１９３０年代に毛紡績，麻紡，化繊に進出してい ったのである。現在は

繊維品，化粧品，薬品，食品，住宅環境製品の５部門にわたった生産を行って

いる。化粧品は，鐘淵化学工業から移譲したものであり ，薬品は，ヤマシロ製

薬， 中滝製薬を吸収したのであり ，食品はハリスを吸収しての事業拡大である 。

それぞれ１９６０年代後半から生産が拡大されてい った 。

　鐘紡の売上高構成をみると，１９６５年繊維は，綿紡２０．２％，毛２４．４％，絹６．８

劣， 化繊１１．３ガ，ナイロソ１９．０％，繊維二次製品２．２％，合計８３．９％とまさに

繊維資本としての体裁を保っていた。ところが１９７０年代後半には，繊維部門は

７５％と後退し，樹脂，建材，化粧品，薬品，食品などの部門は２５％と拡大して

いる（第９表）。 さらに繊維部門のうち合繊を分離独立させた１９８１年の売上高構

成比を図示すれぱ，非繊維部門の拡大はさらに進行し，３６．４劣とな っている

（第１図）。 とくに化粧品部門は売上高の３０．５％を占め，売上高の第１位とな っ

ている 。

　鐘紡は綿紡資本として分類されているが，売上高構成をみるかぎり ，化学品

（合繊，化粧品，建材など）資本のようにみえる。綿紡は今や売上高の１０％にも

満たなくた っている。綿紡の比重低下は，機械設備の状況などにも表われてい

る。 さらに合繊部門においても，生産拡大よりも，子会杜に分離 ・独皿化させ

るということが行われている。カネボウ合繊テキスタイ ノレ，カネボウ合繊など

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４０）
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第９表鐘紡におげる部門別売上高推移

ｕ７

（単位 ：１００万円 ・％）

請笥鶴上膏１綿１毛１絹１化繊 けえ
ユ９６５

　６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

１３３，７２８（１００）

１３３ ，５７０（１００）

１５２，４７１（１００）

１６４，１８２（１００）

１８８，５９７（１００）

２２４，２０２（１００）

２４８，３２３（１００）

２９５，９８４（１００）

３９２，９１５（１００）

４０１ ，８３０（１００）

４１５，９７７（１００）

４３１ ，９７２（１００）

３６０，１９９（１００）

２６４，７３４（１００）

２４８，７５４（１００）

２５５，７９３（１００）

ナイ
１コ ソ
１訂１誰１鱗１當粧 １薬品１食品

（注）１９６５～７４年までの各部門構成比は，下期

　　二次製品の項目にはサービスを含む 。

　　化粧晶の項目の６５～７２年には薬晶を含む 。

（出所）鐘紡『有価証券報告書』より作成 。

ユ月～４月）のみ，７５年以降は各一年度の構成比 。

第１図　鐘紡におげる１９８１年度売上高の部門構成比

　　　　薬品３．７％　　　　産業資材２ ．２％

化粧晶
３０ ．５％

　　非
　　繊
　　維
３６ ．４％

ファツション
　　　２．７％

　化繊４．７％

（出所）『鐘紡事業報告書」。

綿
８． ユ％

繊
維
関
連

６３ ．６％

毛
ユ３ ．３％

ナイロン
ユ０ ．５％

エステル
ユ５ ．８％

アクリル７．１％

綱１ ．４％

総売
Ｌ．

ト芯

２， ７６３億円

である。子会杜に分離独皿する部門は合繊部門のみではないが，繊維品，化粧
品， 薬品，食品，住宅環境製品の５グループでの子会杜 ・関連会杜は合計６０杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４１）
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にものぼっている。うちわげは繊維品は３０杜，化粧品は７杜，薬品は３杜，食

品６杜，住宅環境製品１４杜である。この鐘紡グノレープ全体では従業員を２７
，０００

人も擁し，綿紡資本としては最大とな っている。さらに海外では，海外駐在員

事務所５ ，海外事業杜１４が存在し，国内におげる多角化，国外における多国籍

企業化を推進している。国外での生産は，国内の多角化生産とは同じ傾向にあ

るのではなく ，繊維品のみとな っている。鐘紡の進出国は，ブラジノレ，イソド

ネシア，台湾，マレーシア，オーストラリアたどで，綿紡績，アクリル紡績織

布， 捺染などであるが，フラシノレでは生糸生産を行っているのと，オーストラ

リァでの綿花栽培は，他の繊緯資本とは異なった生産部門の海外進出状況とな

ってし ・る 。

　鐘紡におげる部門別の輸出比率を示したのが第１０表である。売上高に占める

輸出比率は１９６５年は２４．６％，６６年２５．１％と約４分の１であ ったが，１９７０年代後

半からは１４～５％と１０ポイソトも低下している。部門別でみると綿は１９６５年

４７．６劣を輸出していたが７０年代は最低の１３．７劣であり ，８０年にた って４４．６％と

比率では回復してきているが，しかし金額は，１９６５年に比しても３０％以上の低

下とな っている。また毛は，輸出比率，金額とも１９８０年は６５年の３分の１以下

に減少している。その他合繊のナイロソ，ポリエステルなども輸出比率，輸出

金額とも低下傾向にある。この輸出比率の低下，輸出金額の低下は，繊維の国

際競争カの相対的低下が起因となっているが，他方で鐘紡をして多角化生産を

一層推進する原因にもな っている。すたわち輸出不振を国内需要に振り替える

ことが要請され，それは繊維部門の拡大ではなく ，化粧品，食品などの他部門

への進出とな っていったということである。しかし多角化生産 ・経営を志向し

ているとはいえ，鐘紡においては依然として繊維部門の比重は大きい。したが

って他の繊緯資本と同様に，繊緯部門においても新技術の開発や，新製品の開

発などによっ て， 製品の差別化，高付加価値化をめざすことになる。例えば ，

ナイロソでは吸水 ・発散加工，導電繊維，ポリェステノレでは汲汗 ・制電加工，

アクリ ノレでは吸水繊維たどの開発である。また天然繊維ではウーノレトッ プの連

続生産や，綿紡の連続紡績なとによっ て生産性の向上，競争力の強化をはか っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４２）



　　　　　　目本繊維資本と対外関係（Ｉ）（岩田）

第１０表　鐘紡におげる部門別輸出比率

　　　　　　　ユ１９

（単位 ：１００万円 ・％）

議費１（灘餓）（碧）（妻）１（
碧）１ナ砿ソ１化 劣）繊ア弘ル１工あル

１９６５　３２．９４８　１３．０４２　１０．６２９　９６７　６．３５５　１ ，７３８
　　　（２４．６）　（４７．６）　（３４．９）　（９ ．６）

６６　３３．４７８　１３．１７０　１０．０１７　　９０２

　　　（２５．１）　（４９．２）　（２８．１）　（７．５）

６７　３３．０５７　１２．８８０　　９．０２９　　８７３
　　　（２１．７）　（３９．４）　（２９．５）　（７．３）

６８　３６．６７４　１０．６５１　１２．２８６　　７８１
　　　（２２．３）　（３３．３）　（３０．７）　（５ ．７）

６９　３９．９８４　１０．８２９　１０．８４０　１ ，０４７

　　　（２！．２）　（３０．２）　（２４．Ｏ）　（１０．３）

７０　　　　４３ ．４４２　　　　１２．２８７　　　　　９．０７８　　　　　　７１１

　　　（１９．４）　（３３．５）　（１８．３）　（５ ．７）

７１　　　　４６．８０２　　　　１２．６８９　　　　　６．９２７　　　　　５６２

　　　（１８．８）　（２６．６）　（１７．２）　（３ ．６）

７２　　　　４７．０５１　　　　１１ ．０２２　　　　　４．７９１　　　　　４０２

　　　（１５．９）　（１８．３）　（１０．Ｏ）　（２．６）

７３　５２．０６８　　７．８０１　　４．７６３　　３９４
　　　（１３．３）　（１３．７）　（７．９）　（２ ．４）

７４　　　　５３ ．５０３　　　　　８．１１０　　　　　７．１４３　　　　　　２７９

　　　（１３．３）　（１３．７）　（１８．７）　（１ ．０）

７５　　　　６１ ．０６８　　　　　８．６７５　　　　　５ ．９１５　　　　　　３６７

　　　（１４．７）　（１４．６）　（１２．４）　（２．６）

７６　６！，０６３　　９．７２６　　６．０３３　　７６３

　　　（１４．１）　（１８．Ｏ）　（１２．７）　（５ ．７）

７７　　　　５４．９５８　　　　９ ．３７７　　　　　６ ．５９８　　　　１ ，２０４

　　　（１５．３）　（２８．２）　（１８．３）　（２１ ．７）

７８　３７．４５８　　７．１０２　　３．５３７　１ ，１７０

　　　（１４．２）　（２７．７）　（１１．０）　（２０．４）

７９　　　　４１ ．４９２　　　　　７．３２３　　　　　２．５４４　　　　１ ，０１１

　　　（１６．７）　（３３．４）　（７．７）　（２６ ．５）

８０　　　　４７．０７４　　　　１０ ．６４０　　　　　３ ．５８４　　　　１ ，４１０

　　　（１８．４）　（４４．６）　（１０．５）　（３３ ．９）

（２５．７）　（１１ ．Ｏ）

７． １５３　　　　　１ ，９１８

（２４．３）　（１２．５）

７． ６１３　　　　　１ ，８４９

（２４．１）　（１１ ．Ｏ）

１０．７９７　　　　　１ ．３１１　　　　　　　　　　　　　　　　１２４

（３９．５）　（１２．３）　　　　（２．６）
１３．８４１　　１．７３２　　　　　１ ，１０５
（３６．２）　（２０．１）　　　　　（９ ．９）

１３．９３７　　　　　２．１５５　　　　　　　　　　　　　　４ ，５２３

（３５．６）　（１６．４）　　　　（１７．２）

１２．９５６　　　　　２．９０８　　　　　　　　　　　　　　９ ，７２８

（３１．８）　（２７．Ｏ）　　　　（２１ ．４）

１３．４３７　　　　　３．４０９　　　　　　　４１８　　　　１２，６９２

（３５．２）　（２５．７）　（５．３）　（１８．２）

１５．６６８　　　　３．７８４　　　　３．７９４　　　　１５ ，０１２

（３６．３）　（２３．２）　（１２．６）　（２２．６）

１３ ．６７３　　　　　４．４４１　　　　　２．５８２　　　　１６，０９４

（３１．３）　（３５．２）　（６．９）　（２１ ．９）

２１ ．３４２　　　　　５ ．６０２　　　　　３ ．５２６　　　　１４，６０９

（４０．２）　（４４．６）　（６．９）　（２１ ．１）

１８．８２１　　７．５２０　　４．２６５　１２，Ｏ０８
（２７．３）　（５２．４）　（６．５）　（１６ ．４）

１２．２６６　　　　　９．１６０　　　　　２．３６１　　　　１２，２４０

（２３．５）　（７０．５）　（３．２）　（１７．２）

４． ８６３　　　　　７．１６４　　　　　　７８３　　　　１１ ，７１４

（１９．４）　（５９．９）　（２．６）　（１９．１）

７． ２６６　　　　　９．８５２　　　　　３．４５８　　　　　８，６７７

（２３．２）　（６２．４）　（１３．６）　（２０．７）

６． ２１３　　　　１０．５２８　　　　　４．１４５　　　　　８，３７３

（１９．４）　（７１．２）　（１７．７）　（１９．２）

（注）（）内は各部門の売上高における輸出比率であるが，１９６５～７４年までは下期の比率で，７５年以降は全期 。
（出所）鐘紡『有価…：Ｅ券報告書』より作成 。

ている。しかし鐘紡は，全体としては繊維部門の比重は低下傾向にあるのであ

り， 技術開発などは非繊維部門を中心に行われつつあるのが現状である 。

（４）他の締紡資本

　東洋紡，鐘紡の２大資本は合繊あるいは非繊維部門への拡大によっ て， 綿紡

から総合繊維生産，総合化学産業化への道を歩もうとしているが，他の６杜の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４３）
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状況はどうであろうか 。

　第５表で示したように日清紡績以外はすべて綿紡生産設備が縮小傾向にある

が， その目清紡においても繊維部門に比して，非繊維部門の売上比率は増加傾

向にある。日清紡の生産品目は，綿 ・化合繊糸 ・布 ・編地の製造，レーヨソ
・

ステープ ノレ製造，自動車ブレーキなどの１１部門にわたっている。とくに最近で

は自動車ブレーキの生産を拡大する方向にある。自動車ブレーキは繊維産業か

らすればいわば異部門であるが，エソジニアリソグ技術の応用部門であり ，決

して技衡的に無関係た部門への参入ではない 。

　次に倉敷紡績は綿紡を主体としており ，多角化生産が進展していない企業で

ある。綿紡資本の多くが合繊に進出しているが，倉敷紡績の場合は，クラレが

合繊を生産しており ，したがって綿紡に特化することにより分業体制を維持し

ているといえる。しかし最近では化成品とくにウレタソフォームの生産を拡大

しており ，その他合成接着剤や，公害防止機器の生産も行っている。倉敷紡績

においても多角化生産 ・経営が進行しているとはいえ，それは綿紡，羊毛紡績

の不振から工場や技術者を他の部門に転換せざるをえない状況にあ ったからで

ある。因みに１９７１年に据野工場（ウレタソフォーム製造）を設置して以来工場の

拡大はなく ，とくに綿紡工場は１９６０年代以降機械設備の更新こそなされている

が新観工場は建設されていたい 。

　大和紡績は，繊維のみの企業である。１９８０年の売上構成は，綿５１劣，レーヨ

ソ１８劣，羊毛６劣，合繊２５％とな っている。合繊はポリプ ロピレソで日産３５ト

ソの製造設備を有している。大和紡績は繊維生産のみであるが，大和紡績グ ノレ

ープとしては２３杜あり ，化成品生産，エソジニアリソグなどをはじめとしてホ

テノレ，ゴノレフ場経営たど多岐にわたっている。しかし多角的な関連会杜を有し

ていても，大和紡績としては１９７０年代に入ってからの売上高の伸びは小さい 。

この傾向は大和紡のみならず富士紡績，目東紡績などにもみられるが，この売

上高の伸び率低下を，従業員数の大巾減少によっ て切り抜けているのであり ，

そして旧式設備工場の閉鎖なとによっ て対処しているのである 。

　敷島紡績は綿紡８杜の中で最下位にあるが，他の資本と同様に多角化生産 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４４）
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経営を志向している。１９８１年の敷島紡績の売上高は６５０億円であるが，関連会

杜（繊維関連２２杜，非繊維７杜）の売上高は６００億円となっている。また海外進

出は，タイで綿紡績，ポリエステノレ綿混紡糸，織物たどの３工場，イソドネシ

アに紡績，織布，加工工場，ヶニァに紡績，織布，加工工場を有している。だ

カミ敷島紡績は関連会杜こそ多角化されているが，敷島紡績本体は食品部門たど

の進出が失敗し，事実上繊維中心にな っているがために，１９７０年代後半以降の

経済状況の中で売上高が横ばいになり ，その結果は他の締紡資本と同様に減量

経営＝労働者削減で切り抜けようとしているのである 。

　日東紡績は，倉敷紡績，大和紡績，敷島紡績と異な＝っ て海外進出は香港に他

の資本と合弁で販売会杜を有しているのみで海外生産は行っていたい。しかし

繊維以外の多角化生産は進行させてもいるのである。日東紡の生産品目は，締

紡， 化繊，建築資材，クラスファイハー 医薬品なとであり ，１９８１年の売上高

構成は繊維６０．６％，非繊維３９．４％とな っている。売上高の伸び率も，多角化生

産を志向している東洋紡，鐘紡，日清紡績などと同様に大きくユ９８０年の売上高

は７０年の２．４倍にもな っている 。

　綿紡資本は，天然繊維の退潮の中にあ って東洋紡，鐘紡に代表されるように ，

多角化生産 ・経営を志向し，さらに海外進出たとによっ て利潤増大をはかろう

としてきた。しかし１９７０年代後半からの長期不況は，多角化生産の志向も新観

産業部門に進出しないかぎり利潤増大は困難にな ってきている。例えぼ化成品

部門の建材や樹脂などは競争が激しい部門であり ，また国内需要も減少してい

る。 あるいは合繊部門の拡大も合繊資本の存在や発展途上国の追い上げによっ

て困難にな っている。多角化は全く異な った技衛系統部門に進出するか，ある

いは繊維部門であるたらぼアバレノレ部門たどに進出することによって付加価値

を強めていかざるをえなくな っている。しかし技術系統の異なる部門への進出

はばく大な新規投資を必要とする。したがって中規模資本を買収し系列化にお

くということが行われることになる。紡績資本の関連会杜の多くは，分離独立

した部門もあるが，資本参加もしくは買収した企業である。このことは中小企

業の一層の系列化を促進することになるであろう 。また他方のアバレノレ部門へ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４５）



１２２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（溝３１巻 ・第４号）

の進出も同様で，中小規模資本を系列化することによっ て， 素材から最終消費

財までの一貫生産を行うことが可能にたる。とくに縫製 ・加エヘの大手資本の

参入は，零細 ・小観模経営の多いこの部門では倒産や吸収 ・合併たどの再編を

促進することにもなろう 。

　国内需要の減少期にあ っては，資本は　般に輸出を拡大するか，海外生産を

志向するであろうが，綿紡資本においては海外生産は１９７０年代後半以降ほとん

と進展しておらず，輸出も発展途上国の追い上げや，合繊の発展によっ て増大

できる状況ではない。第１１表は當士紡，目清紡，目東紡，大和紡の売上高に占

める輸出比率を表わしたものであるが，いずれも輸出比率は大巾に滅少してい

る。 この４杜は綿紡の占める比率の高い企業で，輸出比率の低下はまさに綿紡

の輸出低下なのである。この綿紡の輸出低下が第５表の如く ，綿紡生産設備の

縮小 ・廃棄に結ぴついているのである。繊維とくに綿紡にあっては輸出依存型

から，国内需要依存型へと進んでいるのである。このことは，国際競争力の低

第１１表綿紡４杜におげる売上高に占める輸出比率推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

ぺ１富士紡
１９６５

　６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

２４ ，３

２１ ，５

１４，６

１７，１

１７，３

１９ ，２

２１ ，０

１６ ，８

１１ ，１

２１ ，７

２０ ，６

１９ ，５

２１ ，７

１２，１

１３ ，２

１７．４

目清紡１目東紡 　大和紡

２７，０

２７，９

２１ ，１

２４，２

２５ ，４

２４ ，３

２３ ，２

１７ ，７

１５ ，３

１６ ，４

１２，９

１３ ，８

１４，４

１１ ，４

１１ ，８

１４．２

２３ ，８

２３ ，５

１６ ，８

１５ ，５

１６ ，１

１３ ，５

１４ ，６

１２．４

９， ７

１１ ，６

１０ ．０

８． ７

９． ０

７． １

８， ４

１０．６

３４，２

３５ ，０

２９ ，０

２９ ，０

３０，０

２９ ，０

２２，０

２１ ．０

９， ０

１７．０

９． ０

９， ０

１２，０

１０，０

１０，０

１０．０

（注）１９７４年以前の輸出比率は上期の数値である 。

（出所）各杜『有価証券報告書』より作成 。
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下を意味していることにほかならたい。　　　　　　　　　　　　（つづく）

　　 １）１９８１年末現在最大精紡機錘の工場は，都築紡績糸貫工場で１７８，１９６錘，織機も

　　　同杜出雲工場で１，７０８台 。

　　 ２）　『毎目新聞』１９８２年１０月１４目
。

（５４７）




